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おわりに

１．2000年度～2050年度の期間における医療費と介護費を、経済全体の実質賃金上昇率が

０％、１％、1.5％、２％のケースに分けて2000年貨幣価値換算で推計を行った。その

結果、65歳以上人口が増加すると同時に在宅サービスの供給体制整備が進む2010年まで

は、医療介護費の増加率が実質賃金上昇率を大きく上回るが、2010年度～2025年度の期

間はその乖離幅が縮小、2025年度以降は人口減少効果が高齢化効果を上回ることを主因

に、実質賃金上昇率が１％、1.5％、２％の場合には医療介護費増加率が実質賃金上昇

率を下回ると推計された。

２．2000年度の医療介護費約34兆円のうち公費は11兆５千億円であり、消費税率に換算す

ると4.59％となる。現行制度を前提に公費負担の消費税率換算を将来推計すると、実質

賃金上昇率１％のケースで、2010年度6.14％、2025年度7.05％、2050年度6.60％となる。

３．１人あたり負担額の増加率が世代間で同じとした場合、70歳以上高齢者の医療介護費

１人あたり負担額（2000年貨幣価値換算）は、2000年度の24,080円から、実質賃金上昇

率１％のケースで2010年度32,703円、2025年度44,160円、2050年度62,841円と増加する。

この医療介護費１人あたり負担額が社会保障給付受取額に占める割合を年金改革後の

80歳について計算すると、2010年度15.4％、2025年度18.8％、2050年度20.8％と2000年

度現在の11.3％から9.5ポイント負担増となる。

４．このように公費負担と１人あたり負担が高まることから医療介護費抑制の努力が一層

求められる。そして2000年度に予定されながら白紙撤回された医療改革について国民の

コンセンサスを再構築するためには、負担増に見合う満足度向上と世代間負担の公平化

が実現する仕組みを提供する必要があると思われる。その具体策として、地域医療介護

圏情報ネットワークによる効率化と満足度向上を前提に、次の３つの追加提言を行うこ

ととしたい。

　　追加提言①：職域別医療保険を廃止し地域別医療保険（国保）に一本化する。

　　追加提言②：医療介護分野の IT活用促進の財源をタバコ税に求める。

　　追加提言③：65歳以上高齢者については医療保険と介護保険を統合する。
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Introduction

Ⅰ. Estimation Method

Ⅱ. Estimation Result

Ⅲ. Direction of Healthcare Insurance Reform

Conclusion

1. Healthcare expenditure estimation was made for the expenses of medical care and long-term

care for the period FY2000 to FY2050, based on cases where the increase rate of real wages is

0%, 1%, 1.5% and 2%.  As a result, up until FY2010, since the over-65 population increases

and the supply framework for home-care services advances, the increase rate of healthcare

expenditure exceeds that of real wages.  During the period FY2010 to FY2025, the gap close

somewhat.   

2. Of the 34 trillion yen healthcare expenditure in FY2000, 11.5 trillion yen is government

expenditure, which is converted to a consumption tax rate equivalent to 4.59%.  Making the

future estimation of government burden converted to a consumption tax rate under the current

system, with 1% increase in real wages, the rate for FY2010, FY2025 and FY2050 will be

6.14%, 7.05% and 6.60% respectively.

3. If the increase of per capita burden is kept at the same ratio between generations, the per capita

burden of healthcare expenditure for elderly people aged 70 and older increases from 24,080

yen in FY2000 to 32,703 yen in FY2010, 44,160 yen in FY2025, and 62,841 yen in FY2050.   

4. In this way, the healthcare expenditure increase for both government and individuals means that

further efforts are required to curtail it.  In order to rebuild the national consensus concerning

healthcare insurance reform, it is necessary to provide mechanisms which improve the level of

satisfaction in line with the increased burden, and make the burden between generations more

equitable.  I would like to propose the following three suggestions.   

① Abolish the occupation-based managed medical insurance and integrate it into the

National Medical Insurance.

② Use tobacco tax revenue to promote IT utilization in healthcare areas.

③ Integrate Medical insurance and Long-term care insurance for people aged 65 and older.
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はじめに

　筆者は、2000年５月発行 FRI研究レポートNo.78

「医療介護分野の効率化と満足度向上」において、

次の４つの政策提言を行った。

［提言１］公的年金縮小により世代間不公平是正

と同時に医療介護財源を確保する。

［提言２］69歳以下の医療費も含めた国民医療介

護費合計ベースにおいて１人あたり負担増の

倍率が高齢者と現役勤労者間で等しくなるよ

うに制度設計する

［提言３］高齢者医療保険を創設し基礎給付保険

と補完保険の２階建てにする。

［提言４］質の向上とコスト抑制を同時に追求し

医療消費に対する満足度を高めるために、地

域医療介護圏で情報と経営資源を共有すると

同時に、一般国民に対する医療情報提供を充

実させる。

　同レポートではラフな試算に基づき上記政策提

言のグランドデザインを描いた。そこで本稿では、

2000年度～2050年度の医療介護費をより緻密な方

法で推計した上で、現行制度を前提にした場合公

費負担がどの程度増えるのか、年金給付金額が引

下げられる中で高齢者が医療介護費の負担増に耐

えられるのか、医療保険と介護保険の改革の方向

等について再検証してみることとした。

Ⅰ．推計方法

　2000年度～2050年度の医療介護費を2000年貨幣

価値換算で推計するにあたり、医療介護が労働集

約的な産業であり最大のコストが人件費であるこ

とから、経済全体の実質賃金上昇率が０％、１％、

1.5％、２％の４ケースを設けることとした。2000

年度の数値については、医療費（＝国民医療費）

は厚生省作成予算ベース、介護費は同概算要求ベ

ースを使用した。推計方法のポイントは以下のと

おりである。

１．医療費推計のポイント

(1) 医療費は年齢別人口に年齢別平均医療費を積

算することで推計することが可能である。年齢別

人口は、「日本の将来推計人口」（平成９年１月中

位推計）を使用した。年齢別平均医療費の参考デ

ータとしては、平成11年版厚生白書に掲載された

生涯医療費がある。生涯医療費とは、１人の人が

一生涯の間に使う医療費の総額であり、1997年度

価格で約2,200万円と推計されている。厚生白書

ではこの2,200万円について５歳階級別分布をグ

ラフで示している。そこで厚生省からグラフの元

図表１　年齢階級別年間平均医療費

（2000年貨幣価値換算）

年齢階級

＜歳＞

年間平均医療費

＜円＞

0～4 125,269

5～9 92,029

10～14 62,646

15～19 58,247

20～24 78,732

25～29 103,127

30～34 114,251

35～39 117,033

40～44 136,423

45～49 174,674

50～54 227,418

55～59 293,569

60～64 366,963

65～69 447,980

70～74 524,187

75～79 669,986

80～84 804,270

85～89 991,893

90～94 994,403

95～99 1,040,202

100歳以上 0

（注）１．介護保険導入に伴い旧老人医療費から介護保険に振

り替わる部分の割合は、2000年度予算ベースで約16％

である。70歳以上のデータにはこれを反映させている。

２．100歳以上医療費については厚生省作成の生涯医療費

でもゼロと仮置きしている。人口が少ないため医療費

推計上無視しても問題ない。
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データを入手、2000年度価格に換算するための補

正を加えた結果、図表１に示す年齢階級別年間平

均医療費を得ることができた。

(2) 実質賃金上昇の医療費増加に対する寄与度は、

医療機関のコストに占める給与費の割合から類推

できる。1999年６月医療経済実態調査によれば、

一般病院のコストに占める給与費の割合は52.4％

であった。本推計では、これに個人病院開設者の

報酬を加味した55％を医療費の中で給与費が占め

る割合とした。したがって、実質賃金上昇率１％

が医療費与える影響は0.55％と計算できる。

(3) 2000年貨幣価値換算の医療費を将来推計する

に際し、「技術進歩等その他要因」による医療費

増加の取り扱いが重要である。図表２は、厚生省

が毎年発表する国民医療費統計で示している国民

医療費増加率要因別内訳である。「技術進歩等そ

の他要因」は、図表２の「その他要因」からコス

ト要因（実質賃金と物価の上昇が医療増加に与え

る影響）を差し引いて算出する考え方が有力であ

る。ちなみに、1985年～1997年の実績値に基づき

計算すると「技術進歩等その他要因」は年率0.56％

であった。そこで、今後50年間の医療費推計にあ

たっても、「技術進歩等その他要因」による医療

費増加が毎年0.56％あるものとして計算した。

(4) 医療費財源に占める公費の割合は、2000年度

については予算等から老人医療費部分42.7％、69

歳以下医療費部分25.2％、医療費全体では31.3％

と計算された。2001年度以降は、老人医療費と69

歳以下医療費における各々の公費割合を2000年度

ベースに固定した上で、医療費全体に占める老人

医療費割合上昇を反映するように加重平均して公

費を推計した。

２．介護費推計のポイント

(1) 介護保険スタートから５年間の2000年度～

2004年度については、厚生省が作成した2000年度

図表２　国民医療費増加率の要因別内訳の年次推移

（単位：％）

要因別内訳

年度
対前年

増加率

診療報酬改定及び

薬価基準改正によ

る影響

人口増 人口の高齢化 その他要因

1985 6.1 1.2 0.7 1.2 3.0

1986 6.6 0.7 0.5 1.2 4.1

1987 5.9 0.5 1.2 4.1

1988 3.8 0.5 0.4 1.3 1.6

1989 5.2 0.76 0.4 1.3 2.7

1990 4.5 1.0 0.3 1.6 1.5

1991 5.9 0.3 1.5 4.0

1992 7.6 2.5 0.3 1.6 3.0

1993 3.8 0.3 1.5 2.0

1994 5.9 1.95 0.2 1.5 2.1

1995 4.5 0.75 0.4 1.6 1.7

1996 5.8 0.8 0.2 1.7 3.0

1997 1.9 0.38 0.2 1.8 ▲ 0.5

（出所）厚生省大臣官房統計情報部編「平成９年度国民医療費」より作成
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概算要求ベース介護保険費用推計（図表３）や2000

年度～2004年度介護サービス利用量見込み等のデ

ータを利用した。

(2) 2005年度以降の介護サービス利用量（＝介護

費）は、介護サービスを受ける年齢層人口の変化

と在宅サービスの基盤整備率の２つに大きく左右

される。基盤整備率とは、サービス利用希望量に

対する供給量の割合であり、介護保険スタート年

である2000年は実態調査等から32.73％と仮置さ

れ予算が決められている。供給体制整備の進み具

合に比例して介護サービス利用量が増えることか

ら、基盤整備率は介護費推計上最も大きなファク

ターであると言える。また、基盤整備率が上昇し

介護サービス利用量が増えれば保険料引き上げに

直結する。厚生省は基盤整備率の将来目標を現時

点では明示していないが、介護保険審議過程で作

成された「高齢者介護保険制度の創設について」

（老人保健福祉審議会報告）に2005年度60％、2010

年度80％という基盤整備率目標の記述がある。そ

こで本推計では、基盤整備率目標を2005年度60％、

2010年度以降は80%に固定という仮定を置いて計

算した。

(3) 実質賃金上昇の介護費増加に対する寄与度の

ファクターである介護費に占める給与費の割合は、

「1999年12月介護報酬実態調査：速報値」に記載

された関連サービスのデータから在宅サービス

80％、施設サービス54％とした。

Ⅱ．推計結果

１．医療介護費は今後10年間の増加が著しい

　図表４は2000年度～2050年度の期間における医

療介護費を2000年貨幣価値換算で示しており、次

の点が指摘できる。

図表３　2000年度概算要求ベースの介護保険費用推計

費用総額

億円

11ヵ月分

　①　在宅サービス 14,900

65歳以上向けサービス

（区分支給限度額適用分）

対象者数

千人

平均単価

千円／月
基盤整備率 13,000

要支援 479 64  1,100

要介護１ 717 170  4,400

要介護２ 324 201  2,300

要介護３ 211 274  2,100

要介護４ 146 313  1,600

要介護５ 107 368

32.73％

 1,400

新規・単品サービス

審査支払手数料

２号（64歳以下）在宅分
 1,900

　②　施設サービス 28,100

利用者数

千人

平均単価

千円／月

介護療養型医療施設 197 431  9,300

介護老人医療施設 205 354  8,000

介護老人福祉施設 304 325 10,900

合計　①＋② 43,000

（注）介護保険制度の会計年度は３月～２月のため、上記2000年度概算要求の費用総額は2000年４月～2001年２月の11ヵ月分となっている。
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①　2010年度までの10年間は、医療介護費の増

加率が実質賃金上昇率を大きく上回る。これは、

医療消費の大きい65歳以上人口が2000年現在の

2,187万人から2010年には2,813万人に増えるこ

と、前述のとおり在宅サービスの基盤整備率が

80％まで引き上げられると想定していることが

原因である。

②　しかし、2010年以降は医療介護費増加率と

実質賃金上昇率の乖離幅が縮小、後半の25年間

（2025年度～2050年度）は逆に実質賃金上昇率

が医療介護費増加率を上回ると予想される。そ

の最大の理由は、総人口の減少（図表５）であ

る。

③　2010年度～2025年度の期間において医療介

図表４　医療介護費の推計結果

（2000年貨幣価値換算）

2000年度 2010年度 2025年度 2050年度
実質賃金

上昇率 10億円 10億円
平均増加率

％
10億円

平均増加率

％
10億円

平均増加率

％

医療 29,060 35,146 1.92 41,255 1.07 42,589 0.13

0～64歳 15,970 16,637 0.41 16,143 ▲0.20 14,026 ▲0.56

０％ 65歳以上 13,090 18,509 3.52 25,113 2.05 28,563 0.52

介護 4,691 8,888 6.60 10,444 1.08 10,209 ▲0.09

合計 33,751 44,035 2.70 51,699 1.08 52,798 0.08

医療 29,060 37,128 2.48 47,319 1.63 56,027 0.68

0～64歳 15,970 17,575 0.96 18,515 0.35 18,451 ▲0.01

１％ 65歳以上 13,090 19,553 4.09 28,803 2.62 37,576 1.07

介護 4,691 9,500 7.31 12,338 1.76 14,270 0.58

合計 33,751 46,628 3.28 59,657 1.66 70,297 0.66

医療 29,060 38,156 2.76 50,662 1.91 64,225 0.95

0～64歳 15,970 18,062 1.24 19,824 0.62 21,151 0.26

1.5％ 65歳以上 13,090 20,094 4.38 30,839 2.90 43,074 1.35

介護 4,691 9,820 7.67 13,410 2.10 16,884 0.93

合計 33,751 47,976 3.58 64,073 1.95 81,109 0.95

医療 29,060 39,210 3.04 54,232 2.19 73,596 1.23

0～64歳 15,970 18,561 1.51 21,221 0.90 24,237 0.53

２％ 65歳以上 13,090 20,649 4.66 33,012 3.18 49,358 1.62

介護 4,691 10,150 8.02 14,576 2.44 19,986 1.27

合計 33,751 49,359 3.87 68,808 2.24 93,582 1.24

図表５　日本の人口予測
（単位：千人）

2000年 2010年 2025年 2050年

総人口 126,892 127,623 120,913 100,496

65歳以上人口

（割合）

21,870

（17.2％）

28,126

（22.0％）

33,116

（27.4％）

32,454

（32.3％）

64歳以下人口

（割合）

105,022

（82.8％）

99,497

（78.0％）

87,797

（72.6％）

68,042

（67.7％）

（出所）日本の将来推計人口（平成９年１月中位推計）より作成
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護費増加率が実質賃金上昇率を上回る乖離幅は、

実質賃金上昇率０％の場合が1.08％、実質賃金

上昇率１％の場合が0.66％実質賃金上昇率２％

の場合が0.24％である。つまり構造改革により

経済成長を高めることができれば、65歳人口が

ピークを迎える同期間においても、医療介護費

の負担感の高まりを緩和することが可能である。

２．消費税率換算で見た公費負担増

　図表６は、現行制度継続を前提に医療介護費財

源の中の公費について将来推計したものであり、

次の点が指摘できる。

①　2000年度現在、医療介護費34兆円の財源の

うち公費は11兆4,710億円である。これは、消

費税１％の税収額を２兆5,000億円とすると、

消費税率換算4.59％に相当する。

②　2025年度における公費の消費税率換算は、

実質賃金上昇率１％の場合7.05％、実質賃金上

昇率２％の場合6.37％にまで高まる。ただし、

2025年度以降公費の消費税率換算値は若干なが

ら低下する。

３．高齢者の追加負担

(1) 図表７は、国民全体の医療介護費の世代間負

担を１人あたり金額で見たものである。2000年現

在、20歳～69歳の１人あたり負担額（月平均）は、

自分と家族のために18,074円、70歳以上のために

10,486円の合計28,560円である。70歳以上の１人

あたり負担額は、自分自身のための20,668円と69

歳以下のための公費財源3,412円との合計24,080円

である。この１人あたり負担額は保険料、受診時

自己負担、公費の３項目からなる。そのうち公費

図表６　現行制度の下での医療介護公費の推計結果

（2000年貨幣価値換算）

2000年度 2010年度 2025年度 2050年度
実質賃金

上昇率 10億円
消費税率
換算　％ 10億円

消費税率
換算　％ 10億円

消費税率
換算　％ 10億円

消費税率
換算　％

消費税１％
の税収額  2,500  2,500  2,500  2,500

０％ 公費 11,471 4.59 16,006 6.40 19,548 7.82 20,308 8.12

医療  9,085 3.63 11,466 4.59 14,215 5.69 15,095 6.04

介護  2,386 0.95  4,540 1.82  5,334 2.13  5,213 2.09

消費税１％
の税収額  2,500 2,762  3,206  4,112

１％ 公費 11,471 4.59 16,966 6.14 22,608 7.05 27,151 6.60

医療  9,085 3.63 12,113 4.39 16,304 5.09 19,858 4.83

介護  2,386 0.95  4,853 1.76  6,304 1.97  7,293 1.77

消費税１％
の税収額  2,500  2,901  3,627  5,263

1.5％ 公費 11,471 4.59 17,465 6.02 24,309 6.70 31,397 5.97

医療  9,085 3.63 12,448 4.29 17,456 4.81 22,764 4.33

介護  2,386 0.95  5,017 1.73  6,853 1.89  8,633 1.64

消費税１％
の税収額  2,500  3,047  4,102  6,729

２％ 公費 11,471 4.59 17,978 5.90 26,136 6.37 36,308 5.40

医療  9,085 3.63 12,792 4.20 18,686 4.56 26,085 3.88

介護  2,386 0.95  5,186 1.70  7,450 1.82 10,224 1.52
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については、公費財源を全て消費税と仮定した上

で、家計調査データに基づき年齢階級別消費支出

シェアを求めることで世代間配分した。ちなみに、

1999年現在、高齢者の家計消費支出シェアの人口

割合に対する倍率は1.057倍である。

(2) 冒頭に再掲したとおり、筆者は前回研究レポ

ートで「69歳以下の医療費も含めた国民医療介護

費合計ベースにおいて１人あたり負担増の倍率が

高齢者と現役勤労者間で等しくなるように制度設

計する」ことを提言した。図表８は、実質賃金上

昇率各々のケースで１人あたり負担増の倍率が高

齢者と現役勤労者間で等しくなるようにした場合

の70歳以上高齢者の１人あたり負担額を示してい

る。一方、70歳以上高齢者の負担余力を判断する

ためには、社会保障給付受取額と対比して見る必

要がある。図表８の社会保障給付（≒年金）受

取額は、今回の年金改正を反映したものである。

65歳以降の年金額が物価スライドのみとなった影

響を強く受ける80歳で見た場合、医療介護費１人

あたり負担額の増加が社会保障給付受取額に占め

る割合は、2050年度時点で10％前後である。この

追加負担は高齢者にとって軽いとは言えない。し

図表７　１人あたり金額で見た医療介護費の世代間負担

（2000年現在、月平均、円）

69歳以下のための負担 70歳以上のための負担 １人あたり負担の合計金額

20歳～69歳 18,074 10,486 28,560

70歳以上 3,412 20,668 24,080

図表８　70歳以上高齢者の負担余力の検証

～医療介護費用の１人あたり負担額増加率が世代間で同じとした場合～

（2000年貨幣価値換算）

実質賃金 2010年度 2025年度 2050年度

上昇率 70歳 80歳 70歳 80歳 70歳 80歳

①　社会保障給付受取額 212,804 212,804 212,804 212,804

０％ ②　医療介護費用１人あたり負担額  24,080  30,885  38,270  47,197

②／① 11.3％ 14.5％ 18.0％ 22.2％

③　社会保障給付受取額 212,804 223,659 212,804 259,661 235,068 332,998 301,459

１％ ④　医療介護費用１人あたり負担額  24,080  32,703  44,160  62,841

④／③ 11.3％ 14.6％ 15.4％ 17.0％ 18.8％ 18.9％ 20.8％

⑤　社会保障給付受取額 212,804 229,250 212,804 286,616 246,968 415,864 358,337

1.5％ ⑥　医療介護費用１人あたり負担額  24,080  33,649  47,428  72,505

⑥／⑤ 11.3％ 14.7％ 15.8％ 16.5％ 19.2％ 17.4％ 20.2％

⑦　社会保障給付受取額 212,804 234,953 212,804 316,216 259,407 518,785 425,584

２％ ⑧　医療介護費用１人あたり負担額  24,080  34,619  50,934  83,654

⑧／⑦ 11.3％ 14.7％ 16.3％ 16.1％ 19.6％ 16.1％ 19.7％

（注）１．2000年度の社会保障給付受取額は「平成11年家計調査年報」記載の高齢無職世帯社会保障給付平均受取額212,084円を採用。

　２．将来時点の70歳、80歳の社会保障給付受取額は、今回の年金改正で65歳以降の年金額が物価スライドのみとなったことを反映して算出。

　３．世帯主が65歳以上である世帯の１ヵ月あたり平均消費支出271,569円の内訳～平成11年実績値～

　　　食料69,204円、住居光熱水道37,809円、保健医療13,510円、被服履物13,418円、交通通信20,870円、教養娯楽29,640円、その他87,118円

　４．70歳より80歳の医療介護費用が大きいことが１人あたり負担額に与える影響は無視した。

＜１ヵ月あたり　　円＞ 2000年度
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かし、現役勤労者世代側の負担増との公平性の観

点から、高齢者世帯の１ヵ月あたり平均消費支出

27万1,000円のうち８万7,000円を占めるその他支

出部分を節約することにより対応することが高齢

者側に求められる。

Ⅲ．医療介護の保険制度改革の方向

　このように医療介護費増加が公費負担増を通じ

て財政全体に与える影響は、現行制度継続を前提

にした場合、克服不可能なレベルではないにして

も小さくない。また、今回の年金改正による年金

給付引下げを前提にした上で、高齢者に対して医

療介護費の負担増を現役世代と同等に求めること

は避けられない。

　なお、財政再建との関係では年金の方が医療介

護より影響が大きい。図表９は、厚生省が作成し

た基礎年金国庫負担額の見通しである。基礎年金

財源に占める国庫負担割合は現在３分の１であり、

その国庫負担額は5.1兆円（消費税率換算2.04％）

である。年金改正に従い国庫負担割合を２分の１

に引上げると、国庫負担額は2025年度に11.5兆円

となり、2000年度対比6.4兆円（消費税率換算

2.56％）増加する。仮に全額国庫負担とすると、

国庫負担増は同じ2025年度に消費税率換算で７％

（＝9.04％－2.04％）になる。

　医療介護費の１人あたり負担額は、実質賃金上

昇率が１％の場合、現役世代、高齢者共に2000年

度に比べて2010年度1.36倍、2025年度1.83倍、2050

年度2.61倍となる。したがって、負担増に見合う

だけの満足度向上が伴わなければ、医療介護の仕

組みに対する国民の支持は得られないし経済全体

の効率をも損なうことになりかねない。

　国民が医療介護を消費した時に満足するには、

自分の疾病内容の変化に応じて最適なケアが継続

的に提供されることが必要条件になると思われる。

前回研究レポートにおいて、そのような仕組みの

インフラとして日本版 IHDN（地域医療介護圏に

おける統合ヘルスケア供給ネットワーク）を構築

することを提言した。この IHDN の成功モデル

を複数作り国民に示すことがまず重要であるが、

医療介護改革に関連して次の３つの追加提言を行

いたい。

追加提言①：職域別健康保険を廃止し地域別医

図表９　基礎年金国庫負担額の見通し

基礎年金国庫負担額 所要額

年度
国庫負担割合が

1/3の場合

①

国庫負担割合が

1/2の場合

②

全額国庫負担の

場合

③

1/2に引上げた

とき

④＝②－①

全額国庫負担し

たとき

⑤＝③－①

2000

消費税率換算

5.1

2.04％

7.5

3.00％

14.5

5.80％

2.3

0.92％

9.4

3.76％

2010

消費税率換算

6.7

2.68％

9.8

3.92％

19.3

7.72％

3.2

1.28％

12.6

5.04％

2025

消費税率換算

7.8

3.12％

11.5

4.60％

22.6

9.04％

3.7

1.48％

14.9

5.96％

2050

消費税率換算

7.6

3.04％

11.2

4.48％

22.1

8.84％

3.6

1.44％

14.6

5.84％

（注）上記データは全て1999年価格、兆円。

　　　消費税率換算は消費税１％あたりの税収＝２兆5,000億円で計算。

（出所）厚生省資料より作成
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療保険（国保）に一本化する。

　現在わが国の医療保険制度は、職域別保険と地

域別医療保険が多数混在する状況にある。IHDN

がその機能をフルに発揮して効果をあげるために

は、地域住民の全てが IHDN の提供する保険の

加入者になることが望ましい。被雇用者が地域別

医療保険に支払う保険料の半分は雇用主が負担す

ることにすれば、地域別医療保険に一本化するこ

とによって被雇用者が不利になるとは思われない。

また、21世紀中に日本の総人口が半減すると予想

されていることから、自治体の統廃合を住民の意

思を反映するような形で実行していかねばならな

いが、地域別医療保険への加入を強制することは、

自治体の統廃合に対する重要な判断材料の１つを

住民提供することになる。

追加提言②：医療介護分野の IT 活用促進の財源

をタバコ税に求める。

　医療介護分野の IT活用促進のためには、IHDN

のような情報ネットワーク構築を政策的に支援す

ることと、IT 活用に努力した医療機関に診療報

酬等で報いることの２つが重要である。その財源

としてタバコ税の引き上げを提言したい。わが国

のタバコ税は年間売上高約４兆3,000億円に対し

て約２兆3,000億円の税収をあげているが、その

使い道については医療介護とリンクした部分はな

い。一方、米国のタバコ税収は年間売上高514億

ドル（1997年）に対して134億ドルであるが、タ

バコ会社側の負担としては州政府に支払っている

年間約80億ドルのタバコ訴訟和解金がこれに加わ

る。米国の場合もこのタバコ税収と訴訟和解金の

使途が特定の紐付きになっているわけではない。

しかし実際には、その大部分は医療関連や禁煙教

育に使われている模様である。これは、州政府が

タバコ会社を訴えた理由が「喫煙の影響で医療費

が増え州財政を圧迫した」であり「タバコ会社か

らの収入はヘルスケア分野に還元すべき」という

考え方が根強いからである。医療介護分野の IT

活用促進のためにタバコ税引き上げで調達する財

源規模は、約3,000億円が妥当と思われる。わが

国の医療介護分野 IT 投資額は国民医療費30兆円

の１％弱と推計されている。これを米国並みに国

民医療費対比２％程度まで増やすことが求められ

るからである。現在のタバコ税収の規模から見て

も3,000億円は過大とは思われない。

追加提言③：65歳以上高齢者については医療保

険と介護保険を統合する

　医療改革の目玉の１つとして高齢者専用医療保

険の創設が審議されている。高齢者の疾病リスク

が現役世代に比べて著しく高いこと、健康保険組

合等に拠出金の形で老人医療費を負担させる仕組

みの弊害が大きくなったこと等から、筆者も高齢

者専用医療保険の創設には賛成である。一方、患

者と医療介護供給機関のいずれから見ても医療サ

ービスと介護サービスを明確に区分することは困

難であり、最適なケア継続の観点からは保険制度

が２つに分かれていることは煩わしい。そこで、

高齢者専用医療保険を創設する時に介護保険と統

合すべきと思われる。この高齢者専用保険の仕組

みを基礎給付保険と補完保険の２階建て構造とし、

医療介護サービスの消費と費用負担のあり方につ

いて選択権を与えることは、前回研究レポートで

提言したとおりである。

おわりに

　筆者は、本年４月に米国テキサス州ダラス市で

開催された HIMSS（ヘルスケア情報管理システ

ム協会）のコンファレンスに参加する機会を得た。

そこで最も印象に残ったことは、「IT が世界で最

も普及していると言われるアメリカで最も IT 活

用が遅れている分野はヘルスケアである。一方、

IT 活用により国民が最もベネフィットを受ける

分野もヘルスケアである。最近のネットワーク技

術革新により IHDN 構築の IT 上のネックはもは
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やほとんどなくなった。IHDN 成功の鍵は、ネッ

トワークに参加するヘルスケア供給機関の仕事の

分析・標準化、役割分担の明確化とコンセンサス

作りにある。」という指摘である。（この指摘の裏

付けとなる具体的事例を添付したのでご覧頂きた

い）

　IHDN 構築のために必要な IT については日米

間に格差はない。日本がヘルスケア分野の IT 活

用で米国に大きく遅れている最大の理由は、失敗

を厭わず新しい試みにチャレンジし成功例を積み

重ねていくダイナミズムを日本社会が欠いてしま

ったことにある。このダイナミズムを取り戻すこ

とが日本再生の必要条件であるように思われてな

らない。
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